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税務訴訟資料 第２５９号－１２（順号１１１２５） 

福岡地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、第●●号、第●●号、第●●号 所得税更正処分等

取消請求事件 

国側当事者・国（福岡税務署長、西福岡税務署長、八幡税務署長、若松税務署長） 

平成２１年１月２７日認容・控訴 

 

判 決 

原告           甲こと甲 

             （以下「原告甲」という。） 

原告           乙こと乙 

             （以下「原告乙」という。） 

原告           丙 

             （以下「原告丙」という。） 

原告           丁こと丁 

             （以下「原告丁」という。） 

上記４名訴訟代理人弁護士 村井 正昭 

             植松 功 

             越路 倫有 

被告           国 

同代表者法務大臣     森 英介 

処分行政庁        西福岡税務署長 

             若松税務署長 

             福岡税務署長 

             八幡税務署長 

同指定代理人       角井 俊文 

             早崎 裕子 

             福本 昌弘 

             伊藤 彰 

             山下 誠二 

             右近 秀二 

             松本 秀一 

             福本 信孝 

             岩元 亙 

             河野 玲子 

 

主 文 

１ 西福岡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告甲に対してした原告甲の平成１３年分の所得

税に係る更正処分のうち、総所得金額９２５５万０６５４円、納付すべき税額１１２万８０００円

を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも平成１７年７月４日付け異議決
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定により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

２ 西福岡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告甲に対してした原告甲の平成１４年分の所得

税に係る更正処分のうち、総所得金額９４１８万６７５０円、納付すべき税額１７２万８４００円

を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

３ 西福岡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告甲に対してした原告甲の平成１５年分の所得

税に係る更正処分のうち、総所得金額６７０７万８２５０円、納付すべき税額１４７万４２００円

を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

４ 若松税務署長が平成１７年３月４日付けで原告乙に対してした原告乙の平成１３年分の所得税

に係る更正処分のうち、総所得金額９２３１万５１５８円、納付すべき税額１１１万４４００円を

超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

５ 若松税務署長が平成１７年３月４日付けで原告乙に対してした原告乙の平成１４年分の所得税

に係る更正処分のうち、総所得金額９５６３万２５００円、納付すべき税額２２９万９７００円を

超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも平成１７年７月７日付け異議決定

により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

６ 若松税務署長が平成１７年３月４日付けで原告乙に対してした原告乙の平成１５年分の所得税

に係る更正処分のうち、総所得金額６７２４万１５００円、納付すべき税額１６４万８３００円を

超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも平成１７年７月７日付け異議決定

により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

７ 福岡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告丙に対してした原告丙の平成１３年分の所得税

に係る更正処分のうち、総所得金額８４５万５６０２円、納付すべき税額１６万２４００円を超え

る部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

８ 福岡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告丙に対してした原告丙の平成１４年分の所得税

に係る更正処分のうち、総所得金額８３９万７２５０円、納付すべき税額１４万５２００円を超え

る部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

９ 福岡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告丙に対してした原告丙の平成１５年分の所得税

に係る更正処分のうち、総所得金額２０３３万８０００円、納付すべき税額２８８万４２００円を

超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、いずれも平成１７年７月７日付け異議決定

により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

１０ 八幡税務署長が平成１７年３月４日付けで原告丁に対してした原告丁の平成１３年分の所得

税に係る更正処分のうち、総所得金額４７４９万５１２６円、納付すべき税額７９万７２００円を

超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

１１ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告らの経営する法人が契約者となり、原告らと同法人が保険料を各２分の１ずつ負

担した養老保険契約の満期保険金を受領した原告らが、同法人負担分も含む保険料全額を、所得

税における一時所得の金額の計算上控除し得る「収入を得るために支出した金額」（所得税法３
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４条２項）に当たるものとして、各税務署長に対し、平成１３年分から平成１５年分の所得税に

係る確定申告をしたところ、各税務署長から、同法人が負担した（保険料として損金処理した）

２分の１の保険料は、「収入を得るために支出した金額」に当たらないとして、更正処分及び過

少申告加算税賦課決定処分を受けたことから、その判断を争い、被告に対し、上記各処分の取消

しを求めた事案である。 

２ 関係法令等の定め 

 本件に関連する法令等の定めは、以下のとおりである（法文等は、一部省略することがある。）。 

(1) 所得税法３４条２項（一時所得） 

 一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額からその収入を得るために支出し

た金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要し

た金額に限る。）の合計額を控除し、その残額から一時所得の特別控除額を控除した金額とす

る。 

(2) 所得税法施行令１８３条２項（生命保険契約等に基づく一時金に係る一時所得金額の計算

上控除する保険料等） 

 生命保険契約等に基づく一時金の支払を受ける居住者のその支払を受ける年分の当該一時

金に係る一時所得の金額の計算については、次に定めるところによる。 

２号 当該生命保険契約等に係る保険料又は掛金の総額は、その年分の一時所得の金額の計算

上、支出した金額に算入する。ただし、次に掲げる掛金、金額又は個人型年金加入者掛金

の総額については、当該支出した金額に算入しない。 

 イ 厚生年金保険法第９章の規定に基づく一時金（法３１条２号に掲げるものを除く。）に

係る同号に規定する加入員の負担した掛金 

 ロないしニ（省略） 

(3) 所得税基本通達３４－４（生命保険契約等に基づく一時金等に係る所得金額の計算上控除

する保険料等。乙２８） 

 令第１８３条第２項第２号又は第１８４条第２項第２号に規定する保険料又は掛金の総額

には、その一時金又は満期返戻金等の支払を受ける者以外の者が負担した保険料又は掛金の額

も含まれる。 

（注）使用者が負担した保険料又は掛金で３６－３２により給与等として課税されなかったも

のの額は、令第１８３条第２項第２号又は第１８４条第２項第２号に規定する保険料又は

掛金の総額に含まれる。 

(4) 所得税法７６条１項（生命保険料控除） 

 居住者が、各年において、生命保険契約等に係る保険料又は掛金を支払った場合には、次に

掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額を、その居住者のその年分の総所得金額、退職

所得金額又は山林所得金額から控除する。 

１号ないし４号 （省略） 

(5) 所得税基本通達７６－４（使用者が負担した使用人等の負担すべき生命保険料等。乙３６・

６４９頁） 

 役員又は使用人の負担すべき生命保険料等を使用者が負担した場合には、その負担した金額

は役員又は使用人が支払った生命保険料等の金額には含まれないものとする。ただし、その負

担した金額でその役員又は使用人の給与等として課税されたものは、その役員又は使用人が支
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払った生命保険料等の金額に含まれるものとする。 

(6) 法人税基本通達９－３－４（養老保険に係る保険料。乙２４） 

 法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの者の親族を含む。）を被保険者とす

る養老保険（被保険者の死亡又は生存を保険事故とする生命保険をいい、傷害特約等の特約が

付されているものを含むが、９－３－６に定める定期付養老保険を含まない。）に加入してそ

の保険料を支払った場合には、その支払った保険料の額については、次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次により取り扱うものとする。 

(1) 死亡保険金（被保険者が死亡した場合に支払われる保険金をいう。）及び生存保険金（被

保険者が保険期間の満了の日その他一定の時期に生存している場合に支払われる保険金を

いう。）の受取人が当該法人である場合 その支払った保険料の額は、保険事故の発生又は

保険契約の解除若しくは失効により当該保険契約が終了する時までは資産に計上するもの

とする。 

(2) 死亡保険金及び生存保険金の受取人が被保険者又はその遺族である場合 その支払った

保険料の額は、当該役員又は使用人に対する給与とする。 

(3) 死亡保険金の受取人が被保険者の遺族で、生存保険金の受取人が当該法人である場合 

その支払った保険料の額のうち、その２分の１に相当する金額は(1)により資産に計上し、

残額は期間の経過に応じて損金の額に算入する。ただし、役員又は部課長その他特定の使用

人（これらの者の親族を含む。）のみを被保険者としている場合には、当該残額は、当該役

員又は使用人に対する給与とする。 

(7) 同通達９－３－５（定期保険に係る保険料。乙３７） 

 法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの者の親族を含む。）を被保険者とす

る定期保険（一定期間内における被保険者の死亡を保険事故とする生命保険をいい、傷害特約

等の特約が付されているものを含む。）に加入してその保険料を支払った場合には、その支払

った保険料の額については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次により取り扱うものと

する。 

(1) 死亡保険金の受取人が当該法人である場合 その支払った保険料の額は、期間の経過に

応じて損金の額に算入する。 

(8) 相続税法基本通達３－１７（雇用主が保険料を負担している場合。乙３４） 

 雇用主がその従業員（役員を含む。）のためにその者（その者の配偶者その他の親族を含む。）

を被保険者とする生命保険契約に係る保険料の全部又は一部を負担している場合において、保

険事故の発生により従業員その他の者が当該契約に係る保険金を取得したときの取扱いは、次

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次によるものとする。 

(2) 従業員以外の者の死亡を保険事故として当該従業員が当該保険金を取得した場合 雇用

主が負担した保険料は、当該従業員が負担していたものとして、当該保険料に対応する部分

については、相続税及び贈与税の課税関係は生じないものとする。 

３ 前提事実（争いのない事実並びに証拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

(1) 当事者 

 原告甲は、平成８年８月２１日、株式会社Ａ（現在の商号は株式会社Ｂ。以下「Ａ」という。）

の代表取締役に就任し、現在に至るまで、その地位にある者である。 

 原告乙は、平成元年８月１日、Ａの取締役に就任し、平成１５年１２月１日、同社の代表取
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締役に就任して、現在に至るまで、その地位にある者である。 

 原告丙は、平成１０年１１月２日、Ａの取締役に就任し、平成１１年２月１日、株式会社Ａ

グループ（現在の商号は株式会社Ｂグループ。以下「Ａグループ」という。）の取締役に就任

して、現在に至るまで、各社の取締役の地位にある者である。 

 原告丁は、平成８年８月２１日、Ａの代表取締役に就任し、平成１５年１２月１日、これを

辞任した者である。 

(2) 養老保険契約の締結 

 原告らは、平成８年から平成１０年にかけて、契約者をＡ又はＡグループ（以下、この２社

をあわせて「Ａ等」ということがある。）、被保険者を原告ら又はその親族、保険期間を３年又

は５年、死亡保険金の受取人をＡ等、満期保険金の受取人を原告ら（一部、途中から原告らに

変更されたものも含む。）とする養老保険に加入した（これらの保険を全てあわせて、以下「本

件養老保険契約」という。乙１４ないし１７）。その際、社員総会において、Ａ等が受け取る

死亡保険金の全部又は相当部分は、退職金又は弔慰金の支払に充当するものとすることなどを

定めた「生命保険契約付保に関する規定」を議決した（乙１２、１３）。 

(3) 支払保険料の処理等 

 Ａ等は、本件養老保険契約の支払保険料の経理処理について、その２分の１を保険料として

損金処理したため、この部分はＡ等が負担した扱いとなった。他方、残りの２分の１の保険料

については、原告らに対する貸付金等の科目で経理処理されたため、実質的に原告らが負担し

た扱いとなった。 

(4) 満期保険金の受領等 

 本件養老保険契約の保険期間（３年又は５年）が満了した時（平成１３年１２月１６日から

平成１５年１２月１７日までの間の日）、被保険者である原告ら又はその親族は生存していた

ため、原告らは、平成１３年分、１４年分、１５年分の満期保険金及び割増保険金（以下「本

件満期保険金等」という。）をそれぞれ受領した（乙１８ないし２１）。 

 原告らは、本件満期保険金等を受領した際に、前記(3)のようにＡ等が原告らに対する貸付

金として処理した金額を返済した。 

(5) 確定申告等 

 原告らは、受領した満期保険金を一時所得として確定申告するに当たり、Ａ等が支払った保

険料の全額を「その収入を得るために支出した金額」（所得税法３４条２項）として控除でき

るものとして、別紙各表（原告甲、原告乙、原告丙の別表１ないし３、原告丁の別表１）の「確

定申告(A)」欄のとおり、平成１３年分、１４年分、１５年分の所得税の確定申告を行った。

原告丁は、平成１７年３月１日、別紙中原告丁の別表１の「修正申告(B)」欄のとおり、修正

申告を行った。 

(6) 更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分 

 西福岡・若松・福岡・八幡各税務署長（以下「各税務署長」ということがある。）は、平成

１７年３月４日、Ａ等の支払保険料のうち、Ａ等が保険料として損金処理した分（保険料総額

の２分の１。以下「法人損金処理保険料」という。）については、原告らの一時所得の金額の

計算上、「収入を得るために支出した金額」には当たらないとして、原告甲、原告乙、原告丙

については別紙各表の「更正処分等(B)」欄のとおり、原告丁については「更正処分等(C)」欄

のとおり、更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分（以下「本件更正処分等」という。）を
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行った（甲１の１ないし３、甲７の１ないし３、甲１０の１ないし３、甲１３）。 

 なお、原告らとＡ等との間の相互の貸付金に係る利息に関し、一時所得及び雑所得の金額の

計算上是正すべき点があった（詳細は、本件の争点とは関係しないため省略する。）ことから、

本件更正処分等は、この点も是正して行われた。 

(7) 異議決定 

 原告らは、平成１７年４月２６日、各税務署長に対し、本件更正処分等につき異議申立てを

行った。 

 これに対し、各税務署長は、支払保険料のうち法人損金処理保険料は原告らにとって「収入

を得るために支出した金額」に当たらないという判断に変更はないものの、一時所得及び雑所

得の計算上、一部、計算の誤りや集計ミス等があったとして（詳細は、本件の争点とは関係し

ないため省略する。）、同年７月４日及び７日、本件更正処分等の一部（原告甲の平成１３年分、

原告乙の平成１４年、１５年分、原告丙の平成１５年分）について、一部を取り消し、その余

については申立てを棄却する旨の異議決定（以下「本件異議決定」という。）を行った（原告

甲、原告乙、原告丙については別紙各表の「異議決定(C)」欄のとおり、原告丁については「異

議決定(D)」欄のとおり。甲２、８、１１、１４）。 

(8) 審査請求等 

 原告らは、平成１７年８月４日、本件更正処分等を不服として、国税不服審判所長に対し審

査請求を行ったが、平成１８年６月３０日、これらはいずれも棄却された（甲３、９、１２、

１５）。 

 そこで、原告らは、同年１２月２７日、本件各訴えを提起した。 

４ 争点及び当事者の主張 

 法人損金処理保険料（保険料総額の２分の１）は、原告らの一時所得の金額の計算上控除でき

る「収入を得るために支出した金額」（所得税法３４条２項）に当たるか。 

（原告らの主張） 

(1) 所得税法３４条２項は、一時所得の金額の計算上、「その収入を得るために支出した金額」

を控除できる旨規定しており、その文言上、収入を得た本人が負担したものしか控除できない

という限定はされていない。 

 次に、所得税法施行令１８３条２項２号は、「生命保険契約等に係る保険料又は掛金の総額」

は一時所得の計算上控除できる旨規定しており、その文言上、本人負担部分しか控除できない

という限定はない。同項の解釈に関するＤＨＣコンメンタール所得税法２（甲１７・２６５４

頁）も、生命保険契約等に基づく一時金の支払を受けた場合について、何ら限定を付すること

なく、「使用者が負担した保険料又は掛金で給与等として課税されなかったものの額は、保険

料又は掛金の総額に含まれる。」と明記している。菅原恒夫編『改訂新版生命保険と税金』（甲

１８・７９頁）も、一時所得の計算に関し、何ら限定を付することなく、「算式中の支払保険

料や配当金には、契約者である会社や個人事業主が支払っていたり、受け取っていた金額も含

まれます。」と明記している。 

 そして、所得税基本通達３４－４は、一時所得の計算上控除できる保険料等の額には「満期

返戻金等の支払を受ける者以外の者が負担した保険料又は掛金の額も含まれる」と明記してい

る。なお、被告は、同規定の注書きからすると、控除できるのは所得者本人に給与課税等され

ている場合に限られることが前提になっていると解釈できると主張するが、同注書きは、少額
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非課税とされた保険料は、年末調整における生命保険料控除の対象とならない（所得税基本通

達７６－４参照）ので、注書きがなければ一時所得の計算上も控除できないとの誤解を招くお

それがあることから、あえて原則どおり控除できることを規定したものとみるべきであって、

被告の上記解釈は誤りである。 

 このような規定等からすれば、原告ら負担保険料のみならず、法人損金処理保険料について

も、原告らの一時所得の計算上控除できるというべきである。 

(2) 契約者（保険料支払者）を法人、被保険者を従業員の家族等、死亡保険金の受取人を従業

員等、満期保険金の受取人を法人とする養老保険契約を想定する（以下「ケースＡ」という。）。

これは、死亡保険金と満期保険金の受取人を本件養老保険契約と逆にしたものである。 

 ケースＡの場合、法人税基本通達９－３－４(3)によれば、法人は支払保険料の２分の１を

資産計上し、残りの２分の１を損金算入する処理をすることになるところ、前者の資産計上し

た部分は従業員等の実質的な負担がないことになる。他方、相続税法基本通達３－１７(2)は、

雇用主（法人に相当する。）が負担した保険料につき、「当該従業員が負担していたものとして、

相続税及び贈与税の課税関係は生じないものとする。」と規定しているから、ケースＡで従業

員等が受領した死亡保険金を一時所得として申告する場合、雇用主（法人）が負担した保険料

全額を控除できることとなる。 

 そして、死亡と生存は保険事故としては同質であり表裏の関係にあるから、被保険者が死亡

して従業員等が死亡保険金を受け取る場合（ケースＡ）と、被保険者が満期に生存していて従

業員等が満期保険金を受け取る場合（本件養老保険契約）とでは、従業員等の一時所得の金額

の計算上、控除されるべき範囲は同じになるべきである。したがって、本件養老保険契約にお

いては、原告らの一時所得の計算上、Ａ等の支払保険料全額が控除されるべきである。 

 被告は、法人が支払った保険料のうち、従業員等の一時所得の計算上控除できるのは、保険

料支払段階で従業員等に給与課税等がなされ、保険金受取人が実質的に負担しているとみられ

る部分に限られるから、本件養老保険契約における法人損金処理保険料は控除できないと主張

する。しかし、ケースＡにおいては、前記のとおり、従業員等に実質的な負担がない部分も含

めて控除されるのであるから、保険料支払段階での保険金受取人への課税と保険金課税段階で

の控除とを結びつける必然性はなく、被告の主張は誤りである。 

 また、原告らの上記反論を受け、被告は、ケースＡにおいて従業員等に給与課税されていな

い保険料部分もその一時所得の計算上控除できるのは、相続税法基本通達３－１７(2)が、保

険料相当額の経済的利益を従業員等が法人から福利厚生として享受していたものとする趣旨

で特別に控除を認めたものであり、これを本件養老保険契約にあてはめることはできないと主

張する。しかし、福利厚生として享受したものとして控除を認めたという点は直ちに受け入れ

難い上、被告の主張によれば、相続税法基本通達３－１７(2)は、法律が定める課税要件（原

則）を通達によって特例的に緩和する、いわゆる緩和通達の性質を有することとなり、租税法

律主義に違反することとなるのであって、認められるべきではない。 

(3) 法人税基本通達９－３－４(3)が制定された昭和５５年には、国税当局は本件養老保険契約

のような契約形態を想定し得たはずであるのに、所得税法３４条２項、同法施行令１８３条２

項、所得税基本通達３４－４は長年改正されておらず、納税者は、本件養老保険契約のような

場合、支払を受ける者以外の者（Ａ等）が負担した保険料も控除できるものとして、経済活動

や納税を行ってきた。これに反する本件更生処分等は、原告らの予測可能性・法的安定性を害
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し、違法である。 

 また、租税法は侵害規範であるから、法的安定性の要請が働き、「疑わしきは納税者の利益

に」の観点から、租税法の解釈においてみだりに拡張解釈や類推解釈を行うことは許されない。

本件養老保険契約においては、前記のように、法令の規定等によれば法人損金処理保険料も控

除されるべきなのであるから、これと異なる本件更正処分等は違法である。 

(4) 被告は、所得税法施行令１８３条２項２号ただし書イないしニは、所得者において実質的

な負担がないものを例示列挙し、これを「支出した金額」に算入しない（控除しない）とした

ものであり、所得者に実質的な負担がない保険料部分は控除できないという原則に沿うもので

あると主張する。しかし、例えば同ただし書イをみると、所得者である加入員において掛金を

支払ったという実質的な負担がある場合にもこの掛金を控除することはできないとしている

のであり、被告の上記論理は誤りである。また、同ただし書を例示列挙とみることは、イない

しニに個別かつ詳細に列挙された場合以外にも控除を認めない（国民に租税の負担が課され

る）とするものであり、租税法律主義に反する。 

(5) 被告は、所得税の生命保険料控除に関する所得税法７６条１項、所得税基本通達７６－４

を指摘する。しかし、一時所得の計算上の控除と、所得税の生命保険料控除とでは、考え方が

異なっているのであり、これらを同列に扱おうとする被告の解釈は誤りである。 

(6) 仮に、被告が主張するように、法人の支払保険料のうち受取人の一時所得から控除できる

のは受取人に課税されたものに限られるという解釈を採ったとしても、保険料支払段階の５０

パーセントの課税をもって、支払保険料の総額について課税済みと捉えるべきであるから、原

告らの一時所得の計算上、法人損金処理保険料についても控除を認めるべきである。 

(7) 被告は、法人損金処理保険料に対応する満期保険金は、実質的には原告らが法人から贈与

により取得したものとみられるから、原告らの一時所得の計算上控除できないと主張する。し

かし、原告らは、満期時に生存又は死亡のいずれの結果が生ずるかが分からないことから生じ

るリスクを負担していたことなどからして、贈与による取得とみることはできないから、被告

の主張は失当である。 

（被告の主張） 

(1) 生命保険契約等に基づく一時金に係る一時所得の金額の計算において控除される保険料等

の金額は、以下述べるように、収入を得た本人が負担した保険料及び事業主が負担した保険料

で使用人に対して給与課税された保険料等に限られ、本人が負担していない保険料は控除され

ない。したがって、本件養老保険契約に係る法人損金処理保険料は、原告らの一時所得の計算

上控除されない。 

ア 所得税法施行令１８３条２項２号は、そのただし書において、生命保険契約等に係る保険

料又に掛金のうち、加入員自身が負担して所得控除の対象となっているもの及び事業主が負

担して経費処理されたものについては、所得者の一時所得の計算上控除しないものとしてい

る。このような規定によれば、法は、所得者において実質的な負担がない保険料等は控除し

ないものとしているというべきである。 

イ 所得税基本通達３６－３２は、使用者が使用人等のために負担した生命保険料等が少額で

あれば、その金額は使用人に対し給与課税しない旨規定しているところ、同通達３４－４が

このように課税されない場合について注記している（所得者において、給与課税されていな

いにもかかわらず一時所得の計算上控除できるということをあえて注意書きしている）こと
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からすると、同規定はそのような場合を例外とみていると解される。つまり、同規定が、所

得者以外の者が負担した保険料等をも控除できるとしているのは、使用者が使用人等のため

に負担した保険料等は使用人等に対し給与課税等されているということが前提になってい

るのである。そして、同規定は、給与課税等されていれば当該保険料等は実質的に使用人等

が負担しているとみられることから、使用人等が保険料を受領した場合の一時所得の計算に

おいてこれを控除できる旨定めているのである。 

 そうすると、法人損金処理保険料は、Ａ等が支出し原告らに給与課税されておらず、実質

的に原告らが負担しているとみることはできないから、所得税法施行令１８３条２項２号、

所得税基本通達３４－４によっても、原告らの一時所得の計算上控除することはできない。 

ウ 法人税基本通達９－３－４(1)ないし(3)の各場合を想定すると、本件養老保険契約と同様

に満期保険金が個人に対する一時所得となるのは(2)の場合のみであるところ、この場合、

法人が負担した保険料については従業員等の給与等として課税する扱いとされている。すな

わち、所得税基本通達３４－４が、所得者以外の者が負担した保険料等も控除できると定め

ているのは、保険料負担者が法人である場合、当該保険料は従業員等に対する給与等として

課税されていることを前提としているのである。このような規定からは、保険金の受取人が

支払った保険料等のほかに控除できる保険料は、法人が支払った保険料等のうち、保険金の

受取人である従業員等の給与等として課税されたもののみであることが導かれる。 

エ 所得税の生命保険料控除に関する規定をみると、法人が負担した保険料等について、所得

税基本通達７６－４本文は、使用人等が総所得金額から控除することを認めていないが、た

だし書は、使用人等の給与等として課税されたものは控除できると定めており、同規定の注

書きは、給与等として課税されない生命保険料等は控除の対象とならないと定めている。こ

れは、生命保険料控除は、その生命保険料を支払った者について適用すべきものであるが、

使用者が負担した生命保険料であっても、その従業員等の給与として課税されたものは、そ

の従業員等が課税対象とされた給与等から支払ったものと同様であるので、その従業員等が

支払った生命保険料の金額に含まれることとしたものである。この考え方に従えば、本件の

ような場合に、法人が負担した保険料で従業員等の一時所得の計算上控除できるのは、従業

員等の給与等として課税されたもの（給与課税を受けない程度のものと認められたものを含

む。）に限られるというべきである。 

オ 一時所得の計算に関し、昭和６２年法律第９６号による改正所得税法の解説（国税庁発行

『昭和６２年改正税法のすべて』）は、「一時金等の額から控除する保険料又は掛金の総額は、

課税済の本人負担分に限られ、…事業主が負担した保険料又は掛金で給与所得として課税が

行われていないものは、その控除する保険料又は掛金の総額から除くこととされています。」

と規定している（乙２７・４７頁）。これによれば、一時所得の計算上控除されるのは、本

人が負担した保険料及び事業主が負担した保険料で使用人に対し給与課税された保険料等

に限られ、本人が負担していない保険料は控除されないことになる。 

 また、財団法人大蔵財務協会発行の国税速報（乙２９・３枚目）に記載されているように、

所得税基本通達３４－４が、支払を受けた者以外の者が負担した保険料等も控除することと

しているのは、契約者や受取人以外の者が保険料を負担した場合には、原則的に、その段階

で給与課税や相続税課税がなされていることが前提となっているのであり、本件養老保険契

約のように、受取人に給与課税等がされていない場合には、同規定による控除は認められる
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べきではないのである。 

(2) ケースＡでは、前記のとおり、法人税基本通達９－３－４(3)によれば、法人が負担した保

険料のうち２分の１は損金処理され、残りの２分の１は資産計上になる一方、相続税法基本通

達３－１７(2)によれば、従業員等が死亡保険金を受け取った場合、従業員等の一時所得の計

算上、法人が負担した保険料全額を控除できることになる。この点、原告らは、法人が損金処

理した保険料の２分の１は、従業員等に実質的な負担がないにもかかわらず、従業員等の一時

所得の計算上控除が認められているのであり、「控除できるのは本人が負担した保険料及び事

業主が負担した保険料で従業員等に対して給与課税された保険料等（従業員等に実質的な負担

があるもの）に限られる」という法の原則ないし趣旨は存在しない旨主張する。 

 しかし、相続税法基本通達３－１７(2)は、従業員等が死亡保険金を受領してこれが一時所

得となる場合、使用者からその保険料相当額の経済的利益を、いわば福利厚生として享受した

ものとみるべきであるから、当該経済的利益については従業員等の給与として所得税を課税し

ない（従業員が法人から経済的利益を受けた場合には給与とみなされ所得税が課税されるのが

原則であるが、従業員が死亡保険金を受け取った場合には、当該死亡保険金は実質的には法人

から遺族に対する香典ないし弔慰金の性質を有するものであるから、従業員は当該保険料相当

額の経済的利益を福利厚生として享受したものとして、上記原則にかかわらず、所得税の課税

をしないという特別の扱いをした。）というものであり、雇用主が負担した保険料は実質的に

は従業員等に課税済みと同視できるのである。そうであるから、従業員等の一時所得の計算上

控除できるのである。したがって、原告らの上記主張は当たらない。 

(3) 本件養老保険契約は、法人税基本通達９－３－４(3)において規定の対象とされている養老

保険契約の死亡保険金と満期保険金の受取人をそれぞれ逆にしたものであり、法令、通達等に

規定されていない類型であるから、法令の原則的な規定・趣旨に従って処理すべきである。 

 生命保険の性質や保険料の算定方法等については、養老保険は死亡保険と生存保険を組み合

わせたものであり、本件養老保険契約も、この両者を組み合わせたものとなっている。 

 そして、死亡保険（定期保険）についての保険料の性質は掛け捨ての危険保険料であり、本

件養老保険契約のように死亡保険金受取人が法人である場合には、法人税基本通達９－３－５

(1)に従い、法人が支払った死亡保険料部分は損金に算入されるべきことになる。この危険保

険料部分について、原告らは、法人税基本通達９－３－４(3)を類推し、福利厚生的なものと

みて損金処理したとする。この点、当該部分が損金処理されるべきことは争わないが、本件養

老保険契約は死亡保険金受取人が法人であるから、当該部分は法人税基本通達９－３－４(3)

の想定する福利厚生的なものとは異なるのであり、同規定を類推すべきことにはならない。当

該部分（法人損金処理保険料）は、法人の一種の金融費用的なものとして損金処理されること

になる。そして、当該部分については、原告らが負担したものでも原告らに給与課税等された

ものでもないから、原告らの一時所得の計算上、控除されるべきではない。 

 他方、生存保険についての保険料は、満期保険金の支払財源に充てるための積立保険料（貯

蓄部分）であり、本件養老保険契約のように満期保険金受取人が原告らである場合には、原告

らが貯蓄部分の利益を享受するのであるから、積立保険料部分は原告らの給与として課税され

るのが本来である（法人税基本通達９－３－４(2)）。この積立保険料部分について、原告らは、

Ａ等からの借入金として処理したとする。そうすると、借入金処理された部分（原告ら負担保

険料）は、実質的には当該借入金相当部分の保険料等に相当する資金を法人から借り入れて被
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保険者自身が支払ったということになり、もともと法人が負担しておらず従業員等が実際に負

担したものといえるから、法人税基本通達９－３－４(3)とは何ら関係はなく、その類推適用

も受けない。そして、この部分については、原告らが負担したものであるから、原告らの一時

所得の計算上、控除されるべきである。 

 以上のように、本件養老保険契約の法人損金処理保険料は、原告らの一時所得の計算上、控

除されるべきではない。 

(4) 原告らは、法人税基本通達９－３－４(3)を類推適用したとし、保険料の２分の１について

給与課税されれば、保険料全額を原告らの一時所得の計算上控除できると主張する。しかし、

同規定は、法人が負担した保険料に対する法人側の課税関係を定めたものであって、保険金を

受け取った側の課税上の取扱いについては何ら規定するものではないから、原告らの主張は失

当である。 

(5) 原告らは、ケースＡでは、相続税法基本通達３－１７(2)によれば、保険料全額を従業員の

一時所得の計算上控除できるところ、生命保険契約においては生存も死亡も同質の保険事故で

あるから、被保険者が死亡した場合も満期に生存していた場合も保険金の課税上の取扱いは同

様にすべきであり、本件養老保険契約においても、保険料全額の控除を認めるべきであると主

張する。しかし、税法（所得税法３４条、同法施行令１８３条２項、相続税法３条、５条等）

は、個人が満期保険金や死亡保険金を受け取った場合、当該保険金受取人が保険料を負担して

いたか否かや、保険金の支払が死亡に起因するものか満期によるものかによって異なる取扱い

をしているのであるから、原告の主張は前提において誤っており、失当である。 

(6) 法人損金処理保険料部分に対応する満期保険金（２分の１）については、受取人（原告ら）

がＡ等から贈与によって取得したものとみるべきである（相続税法５条１項）。そして、法人

からの贈与であれば、受取人の一時所得として課税されることになるところ、贈与税の場合、

その計算上贈与者が負担した経費は一切考慮されないことからすれば、本件の場合、原告らの

一時所得の計算上、Ａ等が負担した保険料（贈与者が負担した経費に相当する。）を控除でき

ないのは当然である。 

(7) 本件養老保険契約は、通常の企業が締結する生命保険契約とは全く目的を異にし、原告ら

にとっては、自己資金を一切負担することなく、法人の資金のみで、短期間（３年又は５年）

で、数億円もの金員を取得することができる仕組みとなっており、しかも、保険料を負担した

Ａ等にとっても当該保険料は損金に算入でき、税負担を免れるものとなっている。そうすると、

本件養老保険契約は、原告らがほとんど税負担を負うことなく資金の移転を受けることを企図

した不自然な契約形態であり、法人税基本通達９－３－４や相続税法基本通達３－１７(2)が

想定する通常の保険契約とはいえないから、これらの規定を根拠に、法人損金処理保険料をも

控除できるとする原告らの主張は失当である。 

(8) 法人損金処理保険料部分も控除できるとする原告らの主張は、会計上も不合理である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件では、所得税法３４条２項にいう「収入を得るために支出した金額」の解釈が問題となっ

ているところ、憲法８４条は、法律の根拠に基づかずに租税を課すことはできないという租税法

律主義の原則を定めている。そして、この定めの趣旨は、国民生活の法的安定性と予測可能性を

保障することにあることからすると、租税法規はできるだけ明確かつ一義的であることが望まし

く、その解釈に当たっては、法令の文言が重視されるべきである。 
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 もっとも、課税対象となる納税者側の社会生活上の事象は千差万別であるから、それらの全て

を法令により明確かつ一義的に規定することは不可能であり、公正な租税の実現の必要性も考慮

すると、法令の趣旨・目的、租税の基本原則、税負担の公平性・相当性等を総合考慮し、法的安

定性、予測可能性を損なうことのない限度で、租税法令を客観的、合理的に解釈することも許さ

れるというべきである。 

 なお、通達は、上級行政庁が下級行政庁に対して行う命令ないし示達であり（国家行政組織法

１４条２項）、国民に対する関係で拘束力を有する法規範ではないから、通達の定めは、一応の

行政解釈として裁判所の解釈の参考となり得るにとどまる。しかしながら、租税行政は通達の下

に統一的・画一的に運用され、通達が極めて重要な役割を果たしており、国民が納税義務の有無

等を判断するに当たっても重要な指針となっていると考えられることにかんがみると、通達の文

言、趣旨及びその合理性等も十分に検討した上で、租税法令の解釈を行うべきものと解される。 

 以上の観点から、本件養老保険契約における法人損金処理保険料が「収入を得るために支出し

た金額」に当たるか否かを検討する。 

２(1) まず、所得税法３４条２項は、一時所得の計算における控除の対象を「収入を得るために

支出した金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直

接要した金額に限る。）」と規定しているが、その文言上、所得者本人が負担した部分に限られ

るのか、所得者以外の者が負担した部分も含まれるのかは、必ずしも明らかでない。 

 そして、所得税法施行令１８３条２項２号本文は、生命保険契約等に基づく一時金が一時所

得となる場合、保険料又は掛金の「総額」を控除できるものと定めており、この文言からする

と、所得者本人負担分に限らず保険料等全額を控除できるとみるのが素直である。そして、同

号ただし書イないしニは、控除が認められない場合を、包括的・抽象的文言を用いることなく、

法律と条文を特定して個別具体的に列挙しており、他に控除が認められない場合が存すること

をうかがわせる体裁とはなっていない。 

 このような所得税法及び同法施行令の規定を併せ考慮すれば、生命保険金等が一時所得とな

る場合、同号ただし書イないしニに列挙された場合以外は、所得者以外の者が負担した保険金

等も控除できるものと解釈するのが自然である。 

(2) 所得税基本通達３４－４も、明確に、控除し得る金額には「支払を受ける者以外の者が負

担した保険料又は掛金の額（これらの金額のうち、…の金額を除く。）も含まれる。」と規定し

ており、括弧書きで除かれた部分以外に控除し得る金額が限定される場合があると読み取るこ

とは困難である。 

３(1) 被告は、関連法令及び通達を合理的に解釈すれば、一時所得の計算上控除し得るのは、収

入を得た本人が負担した保険料及び事業主が負担した保険料で使用人に対して給与課税され

た保険料に限られ、原告らが法人損金処理保険料を控除することは認められないと主張するの

で、以下、検討する。 

(2) 被告は、所得税法施行令１８３条２項２号ただし書は、所得者において実質的な負担がな

い保険料等は控除しないことを例示的に定めたものであり、原告らにとって法人損金処理保険

料は実質的負担がないものであるから、控除は認められないと主張する。 

 確かに、同号ただし書イないしニを仔細に検討すれば、控除の対象から除かれているのは、

加入員自身が負担して所得控除の対象となっているもの及び事業主が負担して経費処理され

たものであると読み取ることも可能ではある。 
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 しかしながら、イないしニの列挙事由から上記法の趣旨ないし原則を直ちに導き得るものと

はいえず、納税者の観点からしても、そのような解釈をすることは困難といわざるを得ない。 

 同号本文が総額控除を原則的なものとして定め、ただし書が例外的に控除できない場合を個

別具体的に法律と条文を列挙して示していることからすると、イないしニは例示列挙ではなく、

限定列挙とみるのが相当である。 

 そうすると、被告の上記主張は採用できない。 

 なお、同号本文を、被告の主張するような趣旨に限定解釈するという論理も、文言上無理が

あるといわざるを得ず、採用することができない。 

(3) 被告は、所得者以外の者が負担した保険料等も控除できる旨の所得税基本通達３４－４の

規定は、所得者以外の者が保険料等を負担した場合、原則として所得者（保険金受取人）に給

与課税等されていることを前提としたものであると主張し、同規定の注書きは、上記のような

前提があるからこそ、少額非課税であっても控除できるという例外的取扱いをあえて明確化し

たものであるとする。 

 確かに、証拠（乙２９）によれば、同規定が所得者以外の者が負担した保険料等も控除でき

るとしていることの背景には、原則的に所得者に給与課税等されているという点があることが

うかがわれる。 

 しかし、そのような背景があるとしても、何ら明文がないのに、所得者に給与課税等されて

いなければ控除できないと限定的に解釈することは困難である。 

 むしろ、所得税法施行令１８３条２項２号、所得税基本通達３４－４の文言からすると、誰

が保険料等を支払ったか、所得者に給与課税等されたか否かにかかわらず、控除を認めること

としているとみる方が合理的である。 

 関連する通達をみても、生命保険料等控除に関する同通達７６－４は、本文において、役員

又は使用人に給与課税されたか否かを明確に区別しているのに対し、同通達３４－４本文では

その区別がされていないことからすると、行政解釈としても、一時所得の計算上の控除の場面

では、生命保険料等控除の場面とは異なり、給与課税の有無を問わず控除を認めることとして

いるものと解される。 

 また、同規定の注書きが、所得者に対し少額非課税とされた場合にも控除できる旨定めてい

るのは、少額非課税とされた生命保険料等については生命保険料控除の対象とならない（同通

達７６－４の注書き参照）ので、注書きがなければ一時所得の計算上も控除できないとの誤解

を招くおそれがあることから、あえて原則（本文）どおり控除できることを規定した確認的な

ものであると解するのが相当であり、注書きによって本文の例外を定めたものとみることにな

る被告の主張は採用できない。 

(4) 被告は、所得税法７６条１項（生命保険料控除）及び所得税基本通達７６－４を根拠に、

法人が保険料等を負担して使用人に給与課税されていない場合は、使用人の一時所得の計算上

その保険料等を控除できないことを指摘する。 

 確かに、上記各規定は、使用者が負担した保険料であっても使用人等に給与課税されていれ

ば使用人等が支払ったのと同様であるという観点から、給与課税されている場合に限定して、

生命保険料等控除を認めたものと解される。 

 しかし、上記各規定が定める生命保険料控除と、一時所得の計算上の控除は、別の場面の問

題であるから、前者に関する解釈から後者に関する解釈を導くことは相当でない。 
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(5) 被告は、法人税基本通達９－３－４(1)ないし(3)の各場合のうち、満期保険金が個人に対

する一時所得となるのは(2)の場合のみであり、この場合、法人が負担した保険料については

従業員等に給与課税等されることになっていることを指摘する。 

 しかし、上記(2)の場合の取扱いをもって、従業員等が一時所得の計算上控除できる保険料

は法人が支払った保険料のうち従業員等に給与課税されたものに限られるとの法の趣旨ない

し原則を読み取ることは相当とはいえず、被告の上記指摘は採用できない。 

(6) 法人税基本通達９－３－４(3)、相続税法基本通達３－１７(2)によれば、ケースＡにおい

ては、従業員の一時所得の計算上、法人が負担した保険料全額を控除できることになるところ、

これについて、被告は、従業員が使用人から保険料相当額の経済的利益を福利厚生として享受

したものとして、従業員等に課税済みと同視したものであり、所得税基本通達３４－４の特則

であると主張する。 

 しかし、相続税法基本通達３－１７(2)が福利厚生という観点から定められたものであると

しても、そこから被告の主張するような解釈を導くことはできない。 

(7) 被告は、法人損金処理保険料部分に対応する満期保険金（２分の１）については、原告ら

がＡ等から贈与によって取得したものとみるべきであるから、法人損金処理保険料は原告らの

一時所得の計算上控除できないと主張する。 

 しかし、保険金の受領を直ちに贈与と見ることはできず、被告の主張は採用できない。 

(8)被告は、本件養老保険契約は通常行われる保険契約と異なり、原告らがほとんど税負担を負

うことなくＡ等から資金の移転を受けることを企図した不自然な契約形態であるとして、法人

損金処理保険料の控除を認めるべきではないと主張する。 

 しかし、本件養老保険契約のように、契約者を法人、被保険者を従業員等、死亡保険金の受

取人を法人、満期保険金の受取人を従業員等とする契約形態は、必ずしも想定不可能なほど不

自然・不合理なものとはいえないのであり、被告の上記主張は採用できない。確かに、本件で

原告らが法人損金処理保険料を控除することを認めれば、原告らがほとんど税負担を負わずに

Ａ等から資金の移転を受けることができることになるが、それは法令上許された契約を締結し

たことによる結果であって、これが直ちに租税の基本原則に抵触するとか、租税の公平性を害

するものということはできない。 

４ 以上検討したように、所得税法３４条２項、同法施行令１８３条２項２号の規定の文言を重視

すると、所得者以外の者が負担した保険料等を、所得者に対する給与課税の有無にかかわらず控

除できるものと解するのが自然であること、所得税基本通達３４－４は、所得者以外の者が負担

した保険金等も明確に控除できると規定し、給与課税等の有無によって区別していないこと、そ

のような中、所得税法３４条２項、同法施行令１８３条２項２号の規定を被告の主張のように限

定解釈又は類推解釈することは、法的安定性、予測可能性確保の観点からして相当性を欠くとい

わざるを得ないことなどを総合考慮すると、被告の主張する解釈を採用することはできず、養老

保険契約に基づく満期保険金が一時所得となる場合、所得者以外の者が負担した保険料も控除で

きると解するのが相当である。 

５ 以上によれば、各税務署長が原告らに対してした本件更正処分等は、法令の解釈・適用を誤っ

たものであって違法であるから、これを取り消すべきである。 

第４ 結論 

 よって、原告らの請求はいずれも理由があるからこれを認容することとし、主文のとおり判決す



15 

る。 

 

福岡地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 岸和田 羊一 

   裁判官 塚田 奈保 

   裁判官 関川 亮介 
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（別紙） 

甲 

別表１（平成１３年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成14･3･11 平成17･3･4 平成17･7･4 平成18･6･30

給 与 所 得 1 89,500,000 89,500,000 89,500,000 89,500,000

雑 所 得 2 574,737 1,393,802 1,610,890 1,610,890

一 時 所 得 3 2,475,917 97,601,875 96,877,542 96,877,542

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 92,550,654 188,495,677 187,988,432 187,988,432

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 1,206,813 1,206,813 1,206,813 1,206,813

生命保険料・損害保険料控除 7 91,704 91,704 91,704 91,704

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9 380,000 380,000 380,000 380,000

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 3,198,517 3,198,517 3,198,517 3,198,517

課税される所得金額（4－13） 14 89,352,000 185,297,000 184,789,000 184,789,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 30,570,240 66,069,890 65,881,930 65,881,930

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 30,570,240 66,069,890 65,881,930 65,881,930

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 29,192,210 29,192,210 29,192,210 29,192,210

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 1,128,000 36,627,600 36,439,700 36,439,700

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 1,128,000 36,627,600 36,439,700 36,439,700

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 35,499,600 35,311,700 35,311,700

加算税の基礎となる税類 26 35,490,000 35,310,000 35,310,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 3,807,500 3,780,500 3,780,500

処 理 結 果 等  － － 一部取消 棄却 



17 

甲 

別表２（平成１４年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成15･3･12 平成17･3･4 平成17･7･4 平成18･6･30

給 与 所 得 1 88,550,000 88,550,000 88,550,000 88,550,000

雑 所 得 2 8,319,516 8,319,516 8,319,516

一 時 所 得 3 5,636,750 168,783,533 168,783,533 168,783,533

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 94,186,750 265,653,049 265,653,049 265,653,049

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 1,208,430 1,208,430 1,208,430 1,208,430

生命保険料・損害保険料控除 7 50,000 50,000 50,000 50,000

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9 380,000 380,000 380,000 380,000

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 3,158,430 3,158,430 3,158,430 3,158,430

課税される所得金額（4－13） 14 91,028,000 262,494,000 262,494,000 262,494,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 31,190,360 94,632,780 94,632,780 94,632,780

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 31,190,360 94,632,780 94,632,780 94,632,780

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 29,211,882 29,211,882 29,211,882 29,211,882

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 1,728,400 65,170,800 65,170,800 65,170,800

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 1,728,400 65,170,800 65,170,800 65,170,800

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 63,442,400 63,442,400 63,442,400

加算税の基礎となる税類 26 63,440,000 63,440,000 63,440,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 7,969,000 7,969,000 7,969,000

処 理 結 果 等  － － 棄却 棄却 
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甲 

別表３（平成１５年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成16･3･15 平成17･3･4 平成17･7･4 平成18･6･30

給 与 所 得 1 62,900,000 62,900,000 62,900,000 62,900,000

雑 所 得 2 1,886,273 1,886,273 1,886,273

一 時 所 得 3 4,178,250 93,270,932 93,270,932 93,270,932

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 67,078,250 158,057,205 158,057,205 158,057,205

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 1,095,824 1,095,824 1,095,824 1,095,824

生命保険料・損害保険料控除 7 91,704 91,704 91,704 91,704

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9 380,000 380,000 380,000 380,000

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 3,087,528 3,087,528 3,087,528 3,087,528

課税される所得金額（4－13） 14 63,990,000 154,969,000 154,969,000 154,969,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 21,186,300 54,848,530 54,848,530 54,848,530

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 21,186,300 54,848,530 54,848,530 54,848,530

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 19,462,096 19,462,096 19,462,096 19,462,096

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 1,474,200 35,136,400 35,136,400 35,136,400

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 1,474,200 35,136,400 35,136,400 35,136,400

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 33,662,200 33,662,200 33,662,200

加算税の基礎となる税類 26 33,660,000 33,660,000 33,660,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 4,002,000 4,002,000 4,002,000

処 理 結 果 等  － － 棄却 棄却 
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乙 

別表１（平成１３年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成14･3･11 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 89,500,000 89,500,000 89,500,000 89,500,000

雑 所 得 2 277,156 1,354,848 1,354,848 1,354,848

一 時 所 得 3 2,538,002 96,934,951 96,934,951 96,934,951

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 92,315,158 187,789,799 187,789,799 187,789,799

雑 損 、 医 療 費 控 除 5 70,060 70,060 70,060 70,060

社 会 保 険 料 控 除 6 1,145,220 1,145,220 1,145,220 1,145,220

生命保険料・損害保険料控除 7  

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9 380,000 380,000 380,000 380,000

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11  

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 1,975,280 1,975,280 1,975,280 1,975,280

課税される所得金額（4－13） 14 90,339,000 185,814,000 185,814,000 185,814,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 30,935,430 66,261,180 66,261,180 66,261,180

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 30,935,430 66,261,180 66,261,180 66,261,180

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 29,570,944 29,570,944 29,570,944 29,570,944

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 1,114,400 36,440,200 36,440,200 36,440,200

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 1,114,400 36,440,200 36,440,200 36,440,200

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 35,325,800 35,325,800 35,325,800

加算税の基礎となる税類 26 35,320,000 35,320,000 35,320,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 3,764,000 3,764,000 3,764,000

処 理 結 果 等  － － 棄却 棄却 
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乙 

別表２（平成１４年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成15･3･12 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 88,550,000 88,550,000 88,550,000 88,550,000

雑 所 得 2 8,108,748 8,108,748 8,108,748

一 時 所 得 3 7,082,500 193,993,085 193,954,140 193,954,140

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 95,632,500 290,651,833 290,612,888 290,612,888

雑 損 、 医 療 費 控 除 5 171,070 171,070 171,070 171,070

社 会 保 険 料 控 除 6 1,145,220 1,145,220 1,145,220 1,145,220

生命保険料・損害保険料控除 7  

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9 380,000 380,000 380,000 380,000

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11  

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 2,076,290 2,076,290 2,076,290 2,076,290

課税される所得金額（4－13） 14 93,556,000 288,575,000 288,536,000 288,536,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 32,125,720 104,282,750 104,268,320 104,268,320

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 32,125,720 104,282,750 104,268,320 104,268,320

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 29,576,004 29,576,004 29,576,004 29,576,004

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 2,299,700 74,456,700 74,442,300 74,442,300

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 2,299,700 74,456,700 74,442,300 74,442,300

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 72,157,000 72,142,600 72,142,600

加算税の基礎となる税類 26 72,150,000 72,140,000 72,140,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 9,229,000 9,227,000 9,227,000

処 理 結 果 等  － － 一部取消 棄却 
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乙 

別表３（平成１５年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成16･3･15 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 62,900,000 62,900,000 62,900,000 62,900,000

雑 所 得 2 2,084,094 2,084,094 2,084,094

一 時 所 得 3 4,341,500 93,374,171 93,359,805 93,359,805

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 67,241,500 158,358,265 158,343,899 158,343,899

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 1,090,581 1,090,581 1,090,581 1,090,581

生命保険料・損害保険料控除 7  

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9 380,000 380,000 380,000 380,000

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11  

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 1,850,581 1,850,581 1,850,581 1,850,581

課税される所得金額（4－13） 14 65,390,000 156,507,000 156,493,000 156,493,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 21,704,300 55,417,590 55,412,410 55,412,410

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 21,704,300 55,417,590 55,412,410 55,412,410

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 19,805,931 19,805,931 19,805,931 19,805,931

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 1,648,300 35,361,600 35,356,400 35,356,400

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 1,648,300 35,361,600 35,356,400 35,356,400

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 33,713,300 33,708,100 33,708,100

加算税の基礎となる税類 26 33,710,000 33,700,000 33,700,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 3,983,500 3,982,500 3,982,500

処 理 結 果 等  － － 一部取消 棄却 
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丙 

別表１（平成１３年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成14･3･15 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 7,440,000 7,440,000 7,440,000 7,440,000

雑 所 得 2 110,760 110,760 110,760 110,760

一 時 所 得 3 904,842 36,055,137 36,055,137 36,055,137

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 8,455,602 43,605,897 43,605,897 43,605,897

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 1,048,320 1,048,320 1,048,320 1,048,320

生命保険料・損害保険料控除 7 12,676 12,676 12,676 12,676

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9  

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11  

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 1,440,996 1,440,996 1,440,996 1,440,996

課税される所得金額（4－13） 14 7,014,000 42,164,000 42,164,000 42,164,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 1,072,800 13,110,680 13,110,680 13,110,680

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 1,072,800 13,110,680 13,110,680 13,110,680

定 率 減 税 額 19 214,560 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 695,800 695,800 695,800 695,800

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 162,400 12,164,800 12,164,800 12,164,800

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 162,400 12,164,800 12,164,800 12,164,800

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 12,002,400 12,002,400 12,002,400

加算税の基礎となる税類 26 12,000,000 12,000,000 12,000,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 1,757,000 1,757,000 1,757,000

処 理 結 果 等  － － 棄却 棄却 
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丙 

別表２（平成１４年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成15･3･17 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 7,440,000 7,440,000 7,440,000 7,440,000

雑 所 得 2 2,767,715 2,767,715 2,767,715

一 時 所 得 3 957,250 24,743,716 24,743,716 24,743,716

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 8,397,250 34,951,431 34,951,431 34,951,431

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 1,048,320 1,048,320 1,048,320 1,048,320

生命保険料・損害保険料控除 7 53,000 53,000 53,000 53,000

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9  

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11  

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 1,481,320 1,481,320 1,481,320 1,481,320

課税される所得金額（4－13） 14 6,915,000 33,470,000 33,470,000 33,470,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 1,053,000 9,893,900 9,893,900 9,893,900

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 1,053,000 9,893,900 9,893,900 9,893,900

定 率 減 税 額 19 210,600 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 697,200 697,200 697,200 697,200

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 145,200 8,946,700 8,946,700 8,946,700

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 145,200 8,946,700 8,946,700 8,946,700

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 8,801,500 8,801,500 8,801,500

加算税の基礎となる税類 26 8,800,000 8,800,000 8,800,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 1,277,500 1,277,500 1,277,500

処 理 結 果 等  － － 棄却 棄却 
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別表３（平成１５年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 更正処分等(B) 異議決定(C) 裁決(D) 

年 月 日 平成16･3･15 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 10,935,000 10,935,000 10,935,000 10,935,000

雑 所 得 2 5,769,023 5,769,023 5,769,023

一 時 所 得 3 9,403,000 193,124,650 193,031,240 193,031,240

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 20,338,000 209,828,673 209,735,263 209,735,263

雑 損 、 医 療 費 控 除 5  

社 会 保 険 料 控 除 6 999,874 999,874 999,874 999,874

生命保険料・損害保険料控除 7 53,000 53,000 53,000 53,000

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8  

配 偶 者 控 除 9  

配 偶 者 特 別 控 除 10  

扶 養 控 除 11  

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 1,432,874 1,432,874 1,432,874 1,432,874

課税される所得金額（4－13） 14 18,905,000 208,395,000 208,302,000 208,302,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 4,504,850 74,616,150 74,581,740 74,581,740

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16  

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17  

再差引所得税額（15－16－17） 18 4,504,850 74,616,150 74,581,740 74,581,740

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 1,370,600 1,370,600 1,370,600 1,370,600

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 2,884,200 72,995,500 72,961,100 72,961,100

予 定 納 税 額 22  

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 2,884,200 72,995,500 72,961,100 72,961,100

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 70,111,300 70,076,900 70,076,900

加算税の基礎となる税類 26 70,110,000 70,070,000 70,070,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 10,303,500 10,298,000 10,298,000

処 理 結 果 等  － － 一部取消 棄却 
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別表１（平成１３年分） （単位：円） 

区 分 確定申告(A) 修正申告(B) 更正処分等(C) 異議決定(D) 裁決(E) 

年 月 日 平成14･3･15 平成17･3･1 平成17･3･4 平成17･7･7 平成18･6･30

給 与 所 得 1 44,850,000 44,850,000 44,850,000 44,850,000 44,850,000

雑 所 得 2 2,368,775 2,645,126 2,645,126 2,645,126 2,645,126

一 時 所 得 3 59,228,343 59,228,343 59,228,343

所
得
金
額 

総所得金額（１＋２＋３） 4 47,218,775 47,495,126 106,723,469 106,723,469 106,723,469

雑 損 、 医 療 費 控 除 5   

社 会 保 険 料 控 除 6 499,800 499,800 499,800 499,800 499,800

生命保険料・損害保険料控除 7 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

障害者、老年者、寡婦（寡夫）、勤労学生控除 8   

配 偶 者 控 除 9   

配 偶 者 特 別 控 除 10   

扶 養 控 除 11 1,890,000 1,890,000 1,890,000 1,890,000 1,890,000

基 礎 控 除 12 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

所 得 控 除 額 の 計 13 2,772,800 2,772,800 2,772,800 2,772,800 2,772,800

課税される所得金額（4－13） 14 44,445,000 44,722,000 103,950,000 103,950,000 103,950,000

算出税額(1 4 )に対する税額） 15 13,954,650 14,057,140 35,971,500 35,971,500 35,971,500

税 金 か ら 差 し 引 か れ る 金 額 16   

災 害 減 免 額 ・ 外 国 税 額 控 除 17   

再差引所得税額（15－16－17） 18 13,954,650 14,057,140 35,971,500 35,971,500 35,971,500

定 率 減 税 額 19 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

源 泉 徴 収 税 額 20 13,009,904 13,009,904 13,009,904 13,009,904 13,009,904

申告 納税額（ 1 8 － 1 9 － 2 0 ） 21 694,700 797,200 22,711,500 22,711,500 22,711,500

予 定 納 税 額 22   

確 定 納 税 額 （ 2 1 － 2 2 ） 23 694,700 797,200 22,711,500 22,711,500 22,711,500

差引納付すべき税額又は減少（△印）する税額 25 102,500 21,914,300 21,914,300 21,914,300

加算税の基礎となる税類 26 100,000 21,910,000 21,910,000 21,910,000過少申告 

加 算 税 加 算 税 の 額 27 10,000 2,606,500 2,606,500 2,606,500

処 理 結 果 等  － － － 棄却 棄却 

 


